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兵庫県内在住保護者・国公立学校の生徒のみなさまへ 

家計急変分 

令和５年度 高校生等奨学給付金（家計急変支援）のご案内 
 

・新型コロナウイルス感染症等の影響で保護者が失職するなど、家計急変により収入が減少し、 

低所得となった世帯に対する支援制度が設けられました。 

・授業料以外の教育費負担を軽減することを目的とした、返還不要の給付制度です。 

・給付金は年１回給付されます。通常分の高校生等奨学給付金と両方の申請はできません。 

・授業料の納付が不要となる高等学校等就学支援金とは別に、申請手続が必要です。 

 

申請資格のある方（以下のすべてにあてはまる方）                        

・申請日現在、保護者等が兵庫県内に在住している 

（県外在住の方は、お住まいの都道府県にお問い合わせください） 

・平成 26 年度以降に入学した生徒が、申請日現在在学し、年度末までの休学をしていない 

・在学中に、これまで「高校生等奨学給付金」を３回（定時制・通信制課程の場合は４回）以上 

 給付されていない（過去に在学した学校における給付回数も含む） 

・児童福祉法による見学旅行費又は特別育成費が措置されていない 

・申請日現在、生活保護（生業扶助）を受給していない 

・令和５年度の保護者全員の道府県民税及び市町村民税所得割額が非課税である世帯でない 

 

収入基準                                           

 家計急変による経済的理由から、保護者等全員の道府県民税所得割及び市町村民税所得割が 

非課税に相当すると認められる世帯 

（提出書類をもとに、家計急変後１年間の収入見込額を推計します） 

２人世帯 2,044,000 円未満 

寡婦（夫）の場合 

５人世帯 3,214,286 円未満 

３人世帯, 2,214,286 円未満 ６人世帯 3,700,000 円未満 

４人世帯 2,714,286 円未満 ７人世帯 4,137,500 円未満 

※控除対象配偶者を含む保護者等全員の収入見込額を合計します。 

※退職金、雇用保険の基本手当（求職者給付）は、収入見込額に含めません。 

※この場合の収入とは、会社員等の場合は給与収入、自営業の場合は収入額から必要経費を差し引いた所得金額を言います。 

 

給付額（１人あたり年額・年１回のみ）                             

・７月１日以前に家計が急変し、かつ学校の定める日までに書類提出した場合 

  全日制・定時制 通信制・専攻科 

非課税世帯（第 1子） 117,100 円 
50,500 円 

非課税世帯（第 2子） 143,700 円 

・７月２日以降に家計が急変し申請した場合、及び学校が定める日以降に書類提出した場合 

  申請した月の翌月（申請日が月の初日の場合は申請した月）以降の月数に応じた額 

  【例】９月２日に申請した場合（全日制・第 1子） 

     117,100 円×６月（10～3 月）／12 月＝58,550 円 

 

注意事項                                                                                                  

 家計急変に該当しない離職（定年退職）や、明らかな家計急変事由が確認できない場合は、 

給付の対象とはなりません。 


